
申請を行う一般事
業主の氏名（記名
又は自筆による署
名）又は名称、主た
る事業、住所、電話
番号を記入してくだ
さい。

法人の場合は、法
人の名称、代表者
の氏名（記名又は
自筆による署名）、
主たる事業、主たる
事務所の所在地及
び電話番号を記入
してください。

主たる事業は、日
本標準産業分類に
掲げる大分類（製
造業は、大分類及
び中分類）を記入
してください。

分類については、
厚生労働省ホーム
ページ（女性活躍
推進法特集ページ）
に掲載しているの
で、ご参照の上記
入してください。

申請書を提出する日を
記入してください。

１（１）～（３）
都道府県労働局
に一般事業主行
動計画策定届を
提出した日、一
般事業主行動計
画策定届を提出
した都道府県労
働局名、計画期
間を記入してく
ださい。

３ この申請書
を提出する日又
は提出前の「常
時雇用する労働
者数｣を記入して
ください。
また、同様に、
男女別の労働者
数を記入してく
ださい。

この認定申請に
ついての担当部
局名と担当者の
氏名を記入して
ください。

▶「基準適合認定一般事業主認定申請書」の記入例
●数値は以下のとおり記入してください。

・小数点第１位までの値（小数点第２位を四捨五入）を記入するもの
７（１）（ⅱ）、７（２）（ⅱ）、７（３）、７（４）

・小数点第２位までの値（小数点第３位を四捨五入）を記入するもの
７（１）（ⅰ）、７（２）（ⅰ）

●また、「基準適合認定一般事業主認定申請書７の実績を明らかにする書類」も記入してください。

かぶしきがいしゃ びー

４ ８ 1

株式会社 B

代表取締役 ○○○○

金融業

まるまる

100 - ○○○○

東京都千代田区○○○

△△ - △△△△ - △△△△

東京

３１ ４ 1

３１ ４ 1 ４ ３ ３１

３０ １０ 1 東京

1,175
640
535

部長

人事部

部長

人事部

○○○○

○○○○部
ま る ま る

２ えるぼし認
定を受けた日、
認定を受けた都
道府県労働局名
を記入してくだ
さい。

６ 選任している
職業家庭両立推進
者について、所属
部課と役職名を記
入してください。
氏名を記入してい
ただく必要はあり
ません。

５ 選任している
男女雇用機会均等
推進者について、
所属部課と役職名
を記入してくださ
い。
氏名を記入してい
ただく必要はあり
ません。
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７（１）（ⅱ）
は、①と②いず
れも記入してく
ださい。なお、
通常の労働者に
雇用管理区分を
設定していない
場合は、①のみ
記入してくださ
い。

7.29

2.5

6.78 5.83

1.632.04

総合職（総合）

総合職（専門）

14.9

5.6

16.3 0.91

1.468.2

総合職（総合）

総合職（専門）

記入欄が足りない場
合は、適宜、別紙を
作成いただき、申請
書に添付いただいて
も結構です。

この記入例の場合は、
一般職が記入しきれな
かったため、別紙を作
成しています。

７（１）は、
（ⅰ）又は
（ⅱ）のうち、
いずれかを記入
してください。

７（１）（ⅱ）
①と②の産業平
均値は、厚生労
働省ホームペー
ジ（女性活躍推
進法特集ページ
）に掲載してい
るので、ご参照
の上記入してく
ださい。

７（２）（ⅰ）②
９～11事業年度前に
採用された労働者(
期間の定めのない労
働契約を締結してい
る労働者かつ新規学
卒採用者等に限る。
)のうち雇用されて
いる者の割合を記入
してください。

７(２)(ⅰ)①
期間の定めのない
労働契約を締結し
ている労働者が対
象になります。

産業平均値は、厚生労働省ホームページ（女性
活躍推進法特集ページ）に掲載しているので、
ご参照の上記入してください。

この記入例の場合は、
７（１）（ⅰ）を記
入したので、（ⅱ）
は記入しません。

７(２)は、（ⅰ）
又は（ⅱ）のいず
れかを記入してく
ださい。ただし、
（ⅱ）は（ⅰ）で
定める割合を算出
できない場合に限
り使用することが
できます。

この記入例の場合は、
７（２）（ⅰ）②を
記入したので、
（ⅰ）①や（ⅱ）は
記入しません。

７(２)(ⅰ)①

えるぼし認定基準
と異なり、（Ｃ）
≧0.8であることが
必要です。

７(２)(ⅰ)②

えるぼし認定基準
と異なり、（Ｃ）
≧0.9であることが
必要です。

７(２)(ⅰ)は、①
又は②のいずれか
を記入してくださ
い。

6.36 11.17 5.09
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７（３）
1年間の各月ごと
の時間外労働及び
休日労働の合計時
間数の平均値を記
入してください。

記入欄が足りない
場合は、実績を明
らかにする書類に
記入してください。

７（４）（ⅰ）
産業平均値は、
日本標準産業分
類に掲げる大分
類（製造業は、
大分類及び中分
類）を元に厚生
労働省が定めて
います。

厚生労働省ホー
ムページ「女性
活躍推進法特集
ページ」に掲載
しているので、
ご参照の上、記
入してください。

16.8

10.7

32.1 38.5 42.2 27.6 27.8 24.5

26.7 33.0 26.2 26.2 31.4

10.9 11.4 15.2 13.9 14.1

25.9

14.3 13.5 14.2 14.6 14.7 15.1

14.1

総合職

一般職

21.15

２

２

３

７（４）（ⅱ）
管理職に関する基準については、原則として、管理職に占め
る女性労働者の割合（A）≧産業平均値の1.5倍の値（B)であ
ることが必要ですが、（B)が15％以下の場合は、15％以上
であることが必要です。
ただし、（A）が15％未満であっても、直近３事業年度の女
性の昇進割合が、男性と同等以上である場合は、（A） が「
産業計の平均値」以上であれば基準を満たしていることとな
ります。「産業計の平均値」については厚生労働省ホームペ
ージ「女性活躍推進法特集ページ」に掲載しているので、ご
確認ください。

７（４）（ⅲ）
管理職に関する基準については、原則として、管理職に占める女性労
働者の割合（A）≧産業平均値の1.5倍の値（B)であることが必要です
が、（B)が40％以上の場合は、①正社員に占める女性比率の８割以
上の数値 又は ②40％ のどちらか大きい値以上であることが必要
です。

７(５)
大企業は２項目以上（非正社員がいる場合
は必ずアを含む）、中小企業は１項目以上
記入する必要があります。

該当する措置を○で囲み、該当人数を記入
してください。
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８(１)及び(２)
「女性の活躍推
進企業データベ
ース」にて公表
している情報公
表項目について
「有」に〇をつ
け、公表してい
ない項目は「無
」に〇をつけて
ください。
８個以上〇がつ
いていないと、
基準を満たしま
せん。
また、公表して
いることを明ら
かにするため、
「女性の活躍推
進企業データベ
ース」の公表画
面を添付してく
ださい。

４ ４ １５

９（１）
雇用管理区分ごとの男女の賃金の差異の状況を把握した場合は「有」
に〇をつけてください。「無」の場合は認定基準を満たしません。
９（２）
雇用管理区分ごとの男女の賃金の差異の状況を把握した日を記入して
ください。
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達成した数値目標
及び目標の達成状
況について、記入
してください。

なお、常時雇用す
る労働者301人以
上の事業主につい
ては、計画期間を
令和２年４月１日
以降を始期とする
行動計画を策定し
た場合は、２つ以
上の数値目標の達
成が必要です。

管理職（課⾧級以上）に占める女性労
働者の割合を15％以上にする。

令和３年度において達成。
（管理職に占める女性割合19.5％）

従業員全体の所定外労働時間数を
月平均25時間以内にする。

令和３年度において達成。
（従業員全体で月平均21.6時間）
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